
職員の退職手当に関する条例（昭和２４年大阪市条例第３号）の一部を次のように改

正する。

別表第１から別表第４までを次のように改める。

議 案 第５６号

職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例案

１



別表第１（第２条関係）

普通退職の場合の支給率

勤続年数
（年）

支 給 率
勤続年数

（年）
支 給 率

１ ０．５０２２ ２１ ２１．３４３５

２ １．００４４ ２２ ２３．０１７５

３ １．５０６６ ２３ ２４．６９１５

４ ２．００８８ ２４ ２６．３６５５

５ ２．５１１ ２５ ２８．０３９５

６ ３．０１３２ ２６ ２９．３７８７

７ ３．５１５４ ２７ ３０．７１７９

８ ４．０１７６ ２８ ３２．０５７１

９ ４．５１９８ ２９ ３３．３９６３

１０ ５．０２２ ３０ ３４．７３５５

１１ ７．４３２５６ ３１ ３５．７３９９

１２ ８．１６９１２ ３２ ３６．７４４３

１３ ８．９０５６８ ３３ ３７．７４８７

１４ ９．６４２２４ ３４ ３８．７５３１

１５ １０．３７８８ ３５ ３９．７５７５

１６ １２．８８１４３ ３６ ４０．７６１９

１７ １４．０８６７１ ３７ ４１．７６６３

１８ １５．２９１９９ ３８ ４２．７７０７

１９ １６．４９７２７ ３９ ４３．７７５１

２０ １９．６６９５ ４０以上 ４４．７７９５

２



別表第２（第３条関係）

公務外の傷病退職の場合の支給率

勤続年数
（年）

支 給 率
勤続年数

（年）
支 給 率

１ ０．８３７ ２１ ２１．３４３５

２ １．６７４ ２２ ２３．０１７５

３ ２．５１１ ２３ ２４．６９１５

４ ３．３４８ ２４ ２６．３６５５

５ ４．１８５ ２５ ２８．０３９５

６ ５．０２２ ２６ ２９．３７８７

７ ５．８５９ ２７ ３０．７１７９

８ ６．６９６ ２８ ３２．０５７１

９ ７．５３３ ２９ ３３．３９６３

１０ ８．３７ ３０ ３４．７３５５

１１ ９．２９０７ ３１ ３５．７３９９

１２ １０．２１１４ ３２ ３６．７４４３

１３ １１．１３２１ ３３ ３７．７４８７

１４ １２．０５２８ ３４ ３８．７５３１

１５ １２．９７３５ ３５ ３９．７５７５

１６ １４．３１２７ ３６ ４０．７６１９

１７ １５．６５１９ ３７ ４１．７６６３

１８ １６．９９１１ ３８ ４２．７７０７

１９ １８．３３０３ ３９ ４３．７７５１

２０ １９．６６９５ ４０以上 ４４．７７９５

３



別表第３（第３条の２関係）

定年退職等の場合の支給率

勤続年数
（年）

支 給 率
勤続年数

（年）
支 給 率

１ ０．８３７ ２１ ２６．２６０８７５

２ １．６７４ ２２ ２７．９３４８７５

３ ２．５１１ ２３ ２９．６０８８７５

４ ３．３４８ ２４ ３１．２８２８７５

５ ４．１８５ ２５ ３３．２７０７５

６ ５．０２２ ２６ ３４．７７７３５

７ ５．８５９ ２７ ３６．２８３９５

８ ６．６９６ ２８ ３７．７９０５５

９ ７．５３３ ２９ ３９．２９７１５

１０ ８．３７ ３０ ４０．８０３７５

１１ １１．６１３３７５ ３１ ４２．３１０３５

１２ １２．７６４２５ ３２ ４３．８１６９５

１３ １３．９１５１２５ ３３ ４５．３２３５５

１４ １５．０６６ ３４ ４６．８３０１５

１５ １６．２１６８７５ ３５以上 ４７．７０９

１６ １７．８９０８７５

１７ １９．５６４８７５

１８ ２１．２３８８７５

１９ ２２．９１２８７５

２０ ２４．５８６８７５

４



別表第４（第４条関係）

整理退職等の場合の支給率

勤続年数
（年）

支 給 率
勤続年数

（年）
支 給 率

１ １．２５５５ ２１ ２７．７４６５５

２ ２．５１１ ２２ ２９．１２７６

３ ３．７６６５ ２３ ３０．５０８６５

４ ５．０２２ ２４ ３１．８８９７

５ ６．２７７５ ２５ ３３．２７０７５

６ ７．５３３ ２６ ３４．７７７３５

７ ８．７８８５ ２７ ３６．２８３９５

８ １０．０４４ ２８ ３７．７９０５５

９ １１．２９９５ ２９ ３９．２９７１５

１０ １２．５５５ ３０ ４０．８０３７５

１１ １３．９３６０５ ３１ ４２．３１０３５

１２ １５．３１７１ ３２ ４３．８１６９５

１３ １６．６９８１５ ３３ ４５．３２３５５

１４ １８．０７９２ ３４ ４６．８３０１５

１５ １９．４６０２５ ３５以上 ４７．７０９

１６ ２０．８４１３

１７ ２２．２２２３５

１８ ２３．６０３４

１９ ２４．９８４４５

２０ ２６．３６５５

５



附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の職員の退職手当に関する条例の規定は、この条例の施行

の日（以下「施行日」という。）以後の退職に係る退職手当について適用し、施行

日前の退職に係る退職手当については、なお従前の例による。

（職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例の一部改正）

３ 職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（平成１９年大阪市条例第３９

号）の一部を次のように改正する。

附則第２項中「この条例による改正後の」及び「（以下「新条例」という。）」を

削り、「この条例による改正前の職員の退職手当に関する条例第５条の規定並びに

職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（平成２５年大阪市条例第６５号。

以下「平成２５年改正条例」という。）による改正後の職員の退職手当に関する条例」

を「同条例」に改め、「及び平成２５年改正条例附則第３項」を削り、「（以下「旧条

例等退職手当額」という。）が、職員の退職手当に関する条例」を「が、同条例」

に改め、「並びに平成２５年改正条例附則第３項」及び「（以下「新条例等退職手当

額」という。）」を削る。

附則第３項中「新条例第７条第５項の規定により職員の退職手当に関する条例の

一部を改正する条例（平成２４年大阪市条例第８４号）による改正後の職員の退職手当

に関する条例」を「職員の退職手当に関する条例第７条第５項の規定により同条

例」に、「が新条例」を「が同条例」に改める。

附則第４項を削り、附則第５項を附則第４項とする。

４ 職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（平成２９年大阪市条例第３６

号）の一部を次のように改正する。

附則第２項中「（以下「改正後の条例」という。）」を削り、「同日」を「施行日」

６



に改める。

附則第３項中「改正後の条例の」を「職員の退職手当に関する条例の」に、「教

育委員会規則の規定」を「教育委員会規則の規定（職員の退職手当に関する条例第

２条から第４条までの規定に相当する規定として市長が定める規定を除く。）及び

職員の退職手当に関する条例第２条から第４条までの規定の例」に、「改正後の条

例第１条の４」を「同条例第１条の４」に改める。

附則第４項中「改正後の条例第７条第５項の規定により改正後の条例」を「職員

の退職手当に関する条例第７条第５項の規定により同条例」に、「が改正後の条

例」を「が同条例」に、「ならば、」を「ならば、施行日の前日における」に、「の

例」を「同条例第２条から第４条までの規定に相当する規定として市長が定める規

定を除く。）及び同条例第２条から第４条までの規定の例」に、「が、改正後の条

例」を「が、同条例」に改める。

（職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例の一部改正に伴う経過措置）

５ 附則第３項の規定による改正後の職員の退職手当に関する条例の一部を改正する

条例（平成１９年大阪市条例第３９号）附則第２項及び第３項の規定は、施行日以後の

退職に係る退職手当について適用し、施行日前の退職に係る退職手当については、

なお従前の例による。

６ 附則第４項の規定による改正後の職員の退職手当に関する条例の一部を改正する

条例（平成２９年大阪市条例第３６号）附則第３項及び第４項の規定は、施行日以後の

退職に係る退職手当について適用し、施行日前の退職に係る退職手当については、

なお従前の例による。

７



平成３０年２月２３日提出

大阪市長 吉 村 洋 文

説 明

職員の退職手当の基本額の算定に係る支給率を改めるため、条例の一部を改正する必要がある

ので、この案を提出する次第である。

８



（参 照） 傍線は削除�
�
�太字は改正

職員の退職手当に関する条例（抄）

９



別表第１（第２条関係）

普通退職の場合の支給率

勤続年数
（年）

支 給 率
勤続年数

（年）
支 給 率

１ ０．５２２ ２１ ２２．１８５

２ １．０４４ ２２ ２３．９２５

３ １．５６６ ２３ ２５．６６５

４ ２．０８８ ２４ ２７．４０５

５ ２．６１ ２５ ２９．１４５

６ ３．１３２ ２６ ３０．５３７

７ ３．６５４ ２７ ３１．９２９

８ ４．１７６ ２８ ３３．３２１

９ ４．６９８ ２９ ３４．７１３

１０ ５．２２ ３０ ３６．１０５

１１ ７．７２５６ ３１ ３７．１４９

１２ ８．４９１２ ３２ ３８．１９３

１３ ９．２５６８ ３３ ３９．２３７

１４ １０．０２２４ ３４ ４０．２８１

１５ １０．７８８ ３５ ４１．３２５

１６ １３．３８９３ ３６ ４２．３６９

１７ １４．６４２１ ３７ ４３．４１３

１８ １５．８９４９ ３８ ４４．４５７

１９ １７．１４７７ ３９ ４５．５０１

２０ ２０．４４５ ４０以上 ４６．５４５

１０



別表第２（第３条関係）

公務外の傷病退職の場合の支給率

勤続年数
（年）

支 給 率
勤続年数

（年）
支 給 率

１ ０．８７ ２１ ２２．１８５

２ １．７４ ２２ ２３．９２５

３ ２．６１ ２３ ２５．６６５

４ ３．４８ ２４ ２７．４０５

５ ４．３５ ２５ ２９．１４５

６ ５．２２ ２６ ３０．５３７

７ ６．０９ ２７ ３１．９２９

８ ６．９６ ２８ ３３．３２１

９ ７．８３ ２９ ３４．７１３

１０ ８．７ ３０ ３６．１０５

１１ ９．６５７ ３１ ３７．１４９

１２ １０．６１４ ３２ ３８．１９３

１３ １１．５７１ ３３ ３９．２３７

１４ １２．５２８ ３４ ４０．２８１

１５ １３．４８５ ３５ ４１．３２５

１６ １４．８７７ ３６ ４２．３６９

１７ １６．２６９ ３７ ４３．４１３

１８ １７．６６１ ３８ ４４．４５７

１９ １９．０５３ ３９ ４５．５０１

２０ ２０．４４５ ４０以上 ４６．５４５

１１



別表第３（第３条の２関係）

定年退職等の場合の支給率

勤続年数
（年）

支 給 率
勤続年数

（年）
支 給 率

１ ０．８７ ２１ ２７．２９６２５

２ １．７４ ２２ ２９．０３６２５

３ ２．６１ ２３ ３０．７７６２５

４ ３．４８ ２４ ３２．５１６２５

５ ４．３５ ２５ ３４．５８２５

６ ５．２２ ２６ ３６．１４８５

７ ６．０９ ２７ ３７．７１４５

８ ６．９６ ２８ ３９．２８０５

９ ７．８３ ２９ ４０．８４６５

１０ ８．７ ３０ ４２．４１２５

１１ １２．０７１２５ ３１ ４３．９７８５

１２ １３．２６７５ ３２ ４５．５４４５

１３ １４．４６３７５ ３３ ４７．１１０５

１４ １５．６６ ３４ ４８．６７６５

１５ １６．８５６２５ ３５以上 ４９．５９

１６ １８．５９６２５

１７ ２０．３３６２５

１８ ２２．０７６２５

１９ ２３．８１６２５

２０ ２５．５５６２５

１２



別表第４（第４条関係）

整理退職等の場合の支給率

別表第１－別表第４ 省 略

勤続年数
（年）

支 給 率
勤続年数

（年）
支 給 率

１ １．３０５ ２１ ２８．８４０５

２ ２．６１ ２２ ３０．２７６

３ ３．９１５ ２３ ３１．７１１５

４ ５．２２ ２４ ３３．１４７

５ ６．５２５ ２５ ３４．５８２５

６ ７．８３ ２６ ３６．１４８５

７ ９．１３５ ２７ ３７．７１４５

８ １０．４４ ２８ ３９．２８０５

９ １１．７４５ ２９ ４０．８４６５

１０ １３．０５ ３０ ４２．４１２５

１１ １４．４８５５ ３１ ４３．９７８５

１２ １５．９２１ ３２ ４５．５４４５

１３ １７．３５６５ ３３ ４７．１１０５

１４ １８．７９２ ３４ ４８．６７６５

１５ ２０．２２７５ ３５以上 ４９．５９

１６ ２１．６６３

１７ ２３．０９８５

１８ ２４．５３４

１９ ２５．９６９５

２０ ２７．４０５

１３



職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（平成１９年大阪市条例第３９

号）（抄）

附 則

（施行期日）

１ 省 略

（経過措置）

２ 職員が新制度適用職員（職員であって、その者がこの条例の施行の日（以下「施行日」とい

う。）以後に退職することによりこの条例による改正後の職員の退職手当に関する条例（以下

「新条例」という。）の規定による退職手当の支給を受けることとなる者をいう。以下同じ。）

として退職した場合において、その者が施行日の前日に現に退職した理由と同一の理由により

退職したものとし、かつ、その者の同日までの勤続期間並びに同日における給料月額及び年齢

を基礎として、この条
同条例

例による改正前の職員の退職手当に関する条例第５条の規定並びに職員

の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（平成２５年大阪市条例第６５号。以下「平成２５年

改正条例」という。）による改正後の職員の退職手当に関する条例第２条から第４条まで及び

平成２５年改正条例附則第３項の規定の例により計算した退職手当の額（以下「旧条例等退職手

当額」という。）が、職員の
同条例

退職手当に関する条例第１条の４から第５条の２まで並びに平成２５

年改正条例附則第３項の規定により計算した退職手当の額（以下「新条例等退職手当額」とい

う。）よりも多いときは、これらの規定にかかわらず、その多い額をもってその者に支給すべ

きこれらの規定による退職手当の額とする。

３ 職員のうち、新条例
職員の退職手当に関する条例

第７条第５項の規定により職員の
同条例

退職手当に関す

る条例の一部を改正する条例（平成２４年大阪市条例第８４号）による改正後の職員の退職手当に

関する条例第４条の２第２項第２号に掲げる期間が新条例
同条例

第７条第１項に規定する職員として

の引き続いた在職期間に含まれる者又は市規則で定めるところにより市規則で定める期間が職

員としての引き続いた在職期間に含まれる者であって、施行日の前日が当該職員の職員として

の引き続いた在職期間に含まれる期間に含まれるものが新制度適用職員として退職した場合に

おける当該退職による退職手当についての前項の規定の適用については、同項中「退職したも

のとし」とあるのは「職員として退職したものとし」と、「勤続期間」とあるのは「勤続期間

として取り扱われるべき期間」と、「給料月額」とあるのは「給料月額に相当する額として市
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規則で定める額」とする。

４ 職員が施行日以後平成２２年３月３１日までの間に新制度適用職員として退職した場合において、

その者についての新条例等退職手当額が旧条例等退職手当額よりも多いときは、新条例第１条

の４から第５条の２まで並びに平成１８年改正条例附則第２項及び第３項の規定にかかわらず、

新条例等退職手当額から次の各号に掲げる額のうちいずれか少ない額（その少ない額が

１００，０００円を超えるときは１００，０００円）を控除した額をもってその者に支給すべき退職手当の額

とする。

� 新条例第５条の２の規定により計算した退職手当の調整額の１００分の５に相当する額

� 新条例等退職手当額から旧条例等退職手当額を控除した額

５
４

省 略
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職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（平成２９年大阪市条例第３６

号）（抄）

附 則

（施行期日）

１ 省 略

（経過措置）

２ この条例による改正後の職員の退職手当に関する条例（以下「改正後の条例」という。）の

規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の退職に係る退職手当について

適用し、同日
施行日

前の退職に係る退職手当については、なお従前の例による。

３ 施行日の前日において職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（平成２９年大阪市条例

第３１号）による改正前の職員の給与に関する条例（昭和３１年大阪市条例第２９号）第４条第１項

第２号に掲げる高等学校等教育職給料表、小学校・中学校教育職給料表及び幼稚園教育職給料

表の適用を受けていた職員が新制度適用職員（職員であって、その者が施行日以後に退職する

ことにより改正後の条例
職員の退職手当に関する条例

の規定による退職手当の支給を受けることとなる者を

いう。以下同じ。）として退職した場合において、その者が施行日の前日に現に退職した理由

と同一の理由により退職したとしたならば、この条例による改正前の職員の退職手当に関する

条例第２０条の規定により定められた教育委員会規則の規定（職員の退職手当に関する条例第２

条から第４条までの規定に相当する規定として市長が定める規定を除く。）及び職員の退職手

当に関する条例第２条から第４条までの規定の例により算定されることとなる退職手当の額

（以下この項において「特定額」という。）が、改正後
同条例

の条例第１条の４から第５条の２まで

の規定により計算した退職手当の額よりも多いときは、これらの規定にかかわらず、特定額を

もってその者に支給すべきこれらの規定による退職手当の額とする。

４ 教育委員会所管の学校（幼稚園を含む。）の職員のうち、施行日の前日において地域の自主

性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成２６年

法律第５１号）第５条による改正前の市町村立学校職員給与負担法（昭和２３年法律第１３５号）第

１条に規定する職員であった者のうち、改正後の条例
職員の退職手当に関する条例

第７条第５項の規定によ

り改正後の条例
同条例

第４条の２第２項第２号に掲げる期間が改正後の条例
同条例

第７条第１項に規定する
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職員としての引き続いた在職期間とみなされる者であって、施行日の前日が当該職員の職員と

しての引き続いた在職期間とみなされる期間に含まれるものが新制度適用職員として退職した

場合において、その者が施行日の前日に現に退職した理由と同一の理由により職員として退職

したとしたならば、施行日の前日における大阪府教育委員会の管理に属する学校の職員に対す

る退職手当の規定（同条例第２条から第４条までの規定に相当する規定として市長が定める規

定を除く。）及び同条例第２条から第４条までの規定の例により算定されることとなる退職手

当の額（以下この項において「特定額」という。）が、改正後の条例
同条例

第１条の４から第５条の

２までの規定により計算した退職手当の額よりも多いときは、これらの規定にかかわらず、特

定額をもってその者に支給すべきこれらの規定による退職手当の額とする。
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